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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期

第２四半期連結
累計期間

第39期
第２四半期連結

累計期間
第38期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 （千円） 17,317,241 16,521,832 36,880,189

経常利益 （千円） 811,518 521,273 2,264,228

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 609,823 752,938 1,441,898

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,380,749 724,451 2,077,975

純資産額 （千円） 28,812,182 30,049,954 29,509,409

総資産額 （千円） 46,533,611 46,096,219 46,577,667

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 46.81 57.79 110.67

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 61.8 65.1 63.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,824,026 968,319 2,512,583

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △409,744 △30,844 △865,362

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △482,528 △473,941 △880,989

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 11,981,124 12,249,703 11,768,619

 

回次
第38期

第２四半期連結
会計期間

第39期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 20.84 13.26

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、力強さを欠くものの、総じて緩やかな回復基調が続きまし

た。米国では、通商政策に不透明感があるものの、堅調な雇用と所得に支えられ、個人消費と設備投資がけん

引したことから、緩やかな景気拡大を継続しました。欧州でも、個人消費を中心とした内需が景気を下支え

し、減速感はあるものの回復基調を継続しましたが、英国ではＥＵ離脱に向けた先行き不透明感から、低成長

が続きました。中国では、内需を中心として減速感があるものの堅調さを維持、他の新興国についても、一部

の国で成長率に減速感があるものの依然として拡大を続けました。わが国経済は、堅調な企業収益、雇用・所

得情勢を受けて、個人消費や設備投資が増勢を維持したことから、総じて緩やかな回復基調が持続しました。

当社グループをとりまく経済環境は、国内の民間設備投資において、企業収益が良好な中、合理化・省力化

等を目的としたものが堅調に推移しました。海外においても、米国、欧州で堅調に推移しましたが、中国では

増勢が鈍化、英国でも減速感がありました。当社の主要顧客である造船業界においては、新造船の受注が緩や

かな回復基調で推移したものの、依然として船価は回復しておらず、厳しい状況が続きました。

このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の売上高は、船舶用システム製品（船舶用配電制御シス

テム等）の陸電供給システム及びＬＮＧ船等が増加したものの、コンテナ船及び産業用システム製品（産業用

配電制御システム等）の海外インフラ向けが減少したことにより、165億21百万円と前年同期比4.6％の減少と

なりました。営業利益は依然船価が低迷していること及び機器製品（低圧遮断器等）の新製品開発費の増加等

により、１億17百万円と前年同期比84.8％の減益となりました。経常利益は為替差益３億８百万円の計上があ

るものの、５億21百万円と前年同期比35.8％の減益となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は、大阪市阿

倍野区に所有しておりました土地及び建物の売却による固定資産売却益２億７百万円等により７億52百万円と

なり、前年同期比23.5％の増益となりました。

なお、製品別の売上高は、システム製品（配電制御システム等）が84億83百万円と前年同期比9.2％の減少、

機器製品が80億38百万円と前年同期比0.8％の増加となりました。

システム製品の受注高は、産業用システム製品の国内工場向けが減少したものの、中国の船舶用システム製

品が増加したことにより、前年同期を13.6％上回る104億58百万円となりました。その結果、受注残高は前連結

会計年度末より19億75百万円増加し、181億65百万円となりました。

なお、機器製品は、計画生産を行っているため、上記受注高、受注残高には含めておりません。

 

当第２四半期連結累計期間におけるセグメント別の業績は以下のとおりであります。

 

「日本」

船舶用システム製品は、陸電供給システム及びＬＮＧ船が増加したものの、コンテナ船等が減少したこと

により、売上は前年同期と比べ減少しました。

産業用システム製品は、海外インフラ向けが減少したことにより、売上は前年同期と比べ減少しました。

メディカルデバイスは、臨床検査機器が減少したものの、医療機器の新製品が堅調に推移したことによ

り、売上は前年同期と比べ増加しました。

エンジニアリング及びライフサイクルサービスは、エンジニアリング案件が減少したものの、船舶向け及

び産業向け各種点検・改造工事が堅調に推移したことにより、売上は前年同期と比べ増加しました。

その結果、システム製品全体の売上は前年同期に比べ減少しました。

機器製品は、欧州及び東アジア地域が堅調に推移したものの、国内舶用市場向けが低調に推移したことに

より、売上は前年同期と比べ若干減少しました。

その結果、当セグメントの当第２四半期連結累計期間の売上高は102億36百万円と前年同期比16.4％の減

少、セグメント利益は79百万円と前年同期比88.1％の減益となりました。
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「アジア」

船舶用システム製品は、造船業界に回復の兆しが見え始めたことにより、売上は前年同期と比べ増加しま

した。

エンジニアリング及びライフサイクルサービスは、堅調に推移し売上は前年同期と比べ増加しました。

機器製品は、マレーシア国内向けが堅調に推移し、売上は前年同期と比べ増加しました。

その結果、当セグメントの当第２四半期連結累計期間の売上高は42億14百万円と前年同期比36.7％増加し

たものの、船価が回復に至っておらず、セグメント利益は３億89百万円と前年同期比2.7％の減益となりまし

た。

「ヨーロッパ」

機器製品は、英国内でＥＵ離脱に向けた先行き不透明感から減少しましたが、ユーロ圏及び中近東向けは

堅調に推移したことにより、売上は前年同期と比べ増加しました。

エンジニアリング及びライフサイクルサービスの売上は、前年同期と比べほぼ横ばいとなりました。

その結果、当セグメントの当第２四半期連結累計期間の売上高は20億71百万円と前年同期比3.8％増加した

もものの、価格競争の激化により、セグメント利益は40百万円と前年同期比59.2％の減益となりました。

（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における財政状態は、受取手形及び売掛金が前期末比13億９百万円減少した一

方、現金及び預金が前期末比４億81百万円及びたな卸資産が前期末比11億32百万円それぞれ増加したこと等に

より、流動資産は前期末比１億59百万円増の330億98百万円となりました。固定資産では、有形固定資産が前期

末２億98百万円及び繰延税金資産が前期末比２億89百万円それぞれ減少したこと等により、前期末比６億40百

万円減の129億98百万円となりました。

その結果、当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前期末比４億81百万円減の460億96百万円とな

りました。

負債の部では、電子記録債務が前期末比１億60百万円及び未払費用が前期末比２億41百万円それぞれ増加し

た一方、未払法人税等が前期末比１億89百万円及びその他の流動負債が前期末比１億72百万円それぞれ減少し

たこと等により、流動負債は前期末比１億42百万円減の134億53百万円となりました。固定負債では、長期借入

金が前期末比２億４百万円及び繰延税金負債が前期末比５億72百万円それぞれ減少したこと等により、前期末

比８億79百万円減の25億92百万円となりました。

その結果、負債合計は前期末比10億21百万円減の160億46百万円となりました。

純資産の部では、親会社株主に帰属する四半期純利益７億52百万円の計上等により利益剰余金が前期末比５

億70百万円増加したこと等により、純資産合計は前期末比５億40百万円増の300億49百万円となりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ４億81百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末には122億49百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は９億68百万円（前年同期は18億24百万円の収入）となりました。これは、主

に税金等調整前四半期純利益７億29百万円及び売上債権の減少による収入13億15百万円、法人税等の支払によ

る支出４億52百万円及びたな卸資産の増加による支出11億39百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は30百万円（前年同期は４億９百万円の支出）となりました。これは、主に有

形固定資産の取得による支出２億88百万円及びその他の投資による支出25百万円、有形固定資産の売却による

収入２億80百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は４億73百万円（前年同期は４億82百万円の支出）となりました。これは、主

に長期借入金の返済による支出２億87百万円及び配当金の支払いによる支出１億82百万円等によるものであり

ます。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

（5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、４億73百万円であります。な

お、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 52,000,000

計 52,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月14日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 13,030,000 13,030,000
東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

単元株式数

100株

計 13,030,000 13,030,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 13,030,000 － 1,236,640 － 2,244,650
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社寺崎 大阪市淀川区西宮原一丁目８番29号 2,200,600 16.89

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,172,700 9.00

寺崎泰造 大阪市阿倍野区 1,118,680 8.58

テラサキトラスト株式会社 大阪市淀川区西宮原一丁目８番29号 866,000 6.64

荒巻かおり 東京都目黒区 738,100 5.66

テラサキ従業員持株会 大阪市平野区加美東六丁目13番47号 692,019 5.31

寺崎雄造 兵庫県西宮市 677,400 5.19

株式会社芳山社 大阪市淀川区西宮原一丁目８番29号 653,600 5.01

テラサキ共栄会 大阪市平野区加美東六丁目13番47号 507,000 3.89

有限会社アーク 大阪市淀川区西宮原一丁目８番29号 400,000 3.07

計 － 9,026,099 69.27

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,028,000 130,280

権利内容になんら限定

の無い当社における標

準となる株式

単元未満株式 普通株式　　　 1,000 － －

発行済株式総数           13,030,000 － －

総株主の議決権 － 130,280 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式21株が含まれております。

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

寺崎電気産業㈱
大阪市平野区加美東

六丁目13番47号
1,000 － 1,000 0.00

計 － 1,000 － 1,000 0.00

（注）単元未満株式21株は自己名義所有株式数に含まれておりません。
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日をもって、名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,768,619 12,249,703

受取手形及び売掛金 13,608,354 12,298,895

商品及び製品 3,358,822 3,035,811

仕掛品 1,959,400 3,289,957

原材料及び貯蔵品 1,850,657 1,975,996

その他 648,978 544,030

貸倒引当金 △255,964 △296,214

流動資産合計 32,938,866 33,098,180

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,734,442 8,472,227

減価償却累計額 △3,755,213 △3,674,891

建物及び構築物（純額） 4,979,229 4,797,335

機械装置及び運搬具 6,009,602 6,095,522

減価償却累計額 △5,027,268 △5,164,997

機械装置及び運搬具（純額） 982,333 930,524

工具、器具及び備品 7,335,733 7,577,390

減価償却累計額 △6,853,925 △6,992,092

工具、器具及び備品（純額） 481,807 585,298

土地 2,748,626 2,734,595

リース資産 68,423 71,427

減価償却累計額 △63,294 △65,087

リース資産（純額） 5,129 6,340

建設仮勘定 281,171 125,527

有形固定資産合計 9,478,298 9,179,621

無形固定資産   

その他 185,441 177,234

無形固定資産合計 185,441 177,234

投資その他の資産   

投資有価証券 551,921 549,908

退職給付に係る資産 2,518,240 2,475,015

繰延税金資産 695,679 406,520

その他 1,221,988 1,244,430

貸倒引当金 △1,012,770 △1,034,693

投資その他の資産合計 3,975,060 3,641,181

固定資産合計 13,638,800 12,998,038

資産合計 46,577,667 46,096,219
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,625,101 3,535,677

電子記録債務 3,135,077 3,296,035

短期借入金 480,000 480,000

1年内返済予定の長期借入金 1,767,530 1,684,380

未払法人税等 654,712 465,375

製品保証引当金 84,657 74,296

未払費用 1,750,835 1,992,565

その他 2,097,712 1,925,283

流動負債合計 13,595,626 13,453,613

固定負債   

長期借入金 1,922,240 1,717,550

繰延税金負債 637,412 64,969

退職給付に係る負債 519,562 507,557

その他 393,415 302,574

固定負債合計 3,472,630 2,592,650

負債合計 17,068,257 16,046,264

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,236,640 1,236,640

資本剰余金 2,244,650 2,244,650

利益剰余金 24,822,002 25,392,535

自己株式 △1,433 △1,433

株主資本合計 28,301,859 28,872,392

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 191,987 189,643

繰延ヘッジ損益 － △1,396

為替換算調整勘定 △180,639 △137,450

退職給付に係る調整累計額 1,155,508 1,089,434

その他の包括利益累計額合計 1,166,856 1,140,230

非支配株主持分 40,693 37,332

純資産合計 29,509,409 30,049,954

負債純資産合計 46,577,667 46,096,219
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 17,317,241 16,521,832

売上原価 12,606,265 12,229,791

売上総利益 4,710,976 4,292,040

販売費及び一般管理費 ※ 3,937,692 ※ 4,174,265

営業利益 773,284 117,774

営業外収益   

受取利息 53,023 59,802

受取配当金 6,585 6,710

為替差益 13,613 308,365

その他 76,914 61,810

営業外収益合計 150,136 436,688

営業外費用   

支払利息 12,135 10,887

貸倒引当金繰入額 99,579 21,804

その他 187 498

営業外費用合計 111,902 33,190

経常利益 811,518 521,273

特別利益   

固定資産売却益 1,251 208,910

関係会社清算益 25,971 －

特別利益合計 27,223 208,910

特別損失   

固定資産除却損 8,561 214

特別損失合計 8,561 214

税金等調整前四半期純利益 830,180 729,969

法人税、住民税及び事業税 286,437 236,270

法人税等調整額 △64,400 △257,377

法人税等合計 222,037 △21,107

四半期純利益 608,142 751,077

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,680 △1,861

親会社株主に帰属する四半期純利益 609,823 752,938
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 608,142 751,077

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 34,591 △2,343

繰延ヘッジ損益 － △1,396

為替換算調整勘定 739,488 43,188

退職給付に係る調整額 △1,474 △66,074

その他の包括利益合計 772,606 △26,625

四半期包括利益 1,380,749 724,451

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,382,429 726,312

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,680 △1,861
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 830,180 729,969

減価償却費 515,851 535,658

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △72,747 △64,215

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 17,657 682

引当金の増減額（△は減少） 87,823 7,375

受取利息及び受取配当金 △59,608 △66,512

支払利息 12,135 10,887

有形固定資産売却損益（△は益） △1,251 △208,910

売上債権の増減額（△は増加） 1,225,597 1,315,479

たな卸資産の増減額（△は増加） △650,617 △1,139,546

仕入債務の増減額（△は減少） △73,696 83,928

その他の負債の増減額（△は減少） 252,797 28,120

その他の資産の増減額（△は増加） 41,148 103,973

その他 10,113 23,904

小計 2,135,384 1,360,794

利息及び配当金の受取額 72,970 70,660

利息の支払額 △17,280 △10,844

法人税等の支払額 △367,047 △452,290

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,824,026 968,319

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △11,950 △1,141

有形固定資産の取得による支出 △404,012 △288,199

有形固定資産の売却による収入 435 280,949

関係会社の清算による収入 28,971 －

その他の収入 198 3,022

その他の支出 △23,387 △25,474

投資活動によるキャッシュ・フロー △409,744 △30,844

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,260,000 880,000

短期借入金の返済による支出 △1,260,000 △880,000

長期借入金の返済による支出 △296,390 △287,840

配当金の支払額 △182,405 △182,405

その他 △3,732 △3,695

財務活動によるキャッシュ・フロー △482,528 △473,941

現金及び現金同等物に係る換算差額 294,840 17,549

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,226,593 481,083

現金及び現金同等物の期首残高 10,766,625 11,768,619

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
△12,094 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 11,981,124 ※ 12,249,703
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日

　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日

　　至 平成30年９月30日）

従業員給料及び手当 1,251,773千円 1,314,962千円

貸倒引当金繰入額 △4,453 12,106

退職給付費用 87,566 43,191

研究開発費 383,347 473,427

減価償却費 201,729 205,895

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 11,981,124千円 12,249,703千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券）
－ －

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 11,981,124 12,249,703

 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しております。

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 182,405 14 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 182,405 14 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 日本 アジア ヨーロッパ 合計

売上高     

外部顧客への売上高 12,238,534 3,083,193 1,995,513 17,317,241

セグメント間の内部売上高又
は振替高

1,870,800 1,744,953 14,986 3,630,740

計 14,109,334 4,828,147 2,010,499 20,947,982

セグメント利益 672,794 400,964 99,249 1,173,008

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,173,008

セグメント間取引消去 30,379

全社費用（注） △430,104

四半期連結損益計算書の営業利益 773,284

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 日本 アジア ヨーロッパ 合計

売上高     

外部顧客への売上高 10,236,686 4,214,029 2,071,115 16,521,832

セグメント間の内部売上高又
は振替高

2,154,189 1,428,271 6,472 3,588,932

計 12,390,875 5,642,301 2,077,587 20,110,764

セグメント利益 79,881 389,980 40,526 510,388

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 510,388

セグメント間取引消去 40,710

全社費用（注） △433,323

四半期連結損益計算書の営業利益 117,774

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 46円81銭 57円79銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
609,823 752,938

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
609,823 752,938

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,028 13,028

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月13日

寺崎電気産業株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 廣田　壽俊　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 仲下　寛司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている寺崎電気産業株

式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から

平成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、寺崎電気産業株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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